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（目 的） 

第１条 この規程は、「防炎製品認定規程」（平成２１年規程第１号。以下「認定規程」という。） 
第６条第２項の規定に基づき、製品番号の登録名義変更の手続きに関し必要な事項を定める

ことを目的とする。 

 

（適用範囲） 

第２条 製品番号の登録名義変更は、新名義人が、当該製品番号を付与された防炎製品と同一

の製品を製造又は外部調達できる品質管理体制を有している場合に限り行うことができる

ものとする。 

 

（登録名義変更の申請） 

第３条 新名義人又は新名義会社の代表者は、別記様式第１の製品番号登録名義変更申請書 

及び別記様式第１－２の製品番号登録名義変更申請一覧表に、申請者が当該防炎製品に係る

製造事業者であることを示す書類を添えて、公益財団法人日本防炎協会（以下「協会」とい

う。）に提出するものとする。 

 

（登録名義変更申請の承認） 

第４条 協会は、前条により製品番号の登録名義変更申請があった場合、次の各号のとおり事

務処理を行うものとする。 

（１）協会は、登録名義変更についての審査の結果、申請の内容が妥当であると認められると

きは、当該申請を承認する。 

（２）前号の承認をしたときは、製品番号の登録台帳の名義変更を行い､その旨を別記様式第

２の製品番号登録名義変更承認通知書により申請者に通知する。 

 

（登録名義変更申請の不承認） 

第５条 協会は、登録名義変更申請の内容が、次の各号のいずれかに該当するときは、当該申

請を承認しない。 

（１）第２条の適用範囲に該当しないとき。 

（２）当該製品番号が認定又は認定更新の有効期間の満了日を過ぎているとき。 

（３）当該登録名義変更によって、２つ以上の会社が同一の製品番号を共有することになると

き。 

（４）申請者が、当該申請に係る防炎製品の製造事業者としての要件を満たさないとき。 
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（登録名義変更の手数料） 

第６条 申請者は、別に定める「防炎製品に係る認定業務及び防炎製品ラベル交付等に関する

手数料規程」により協会に手数料を納めなければならない。 
２ 前項により受領した手数料は、名義変更後は返還しないものとする。 
 

附 則 

１ この規程は、平成１１年６月１５日から施行する。 

２ この規程実施の際、既に名義変更を行ったものに関しては有効とする。 

附 則 

この規程は、平成１３年１０月１７日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成１５年２月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２１年１０月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２４年６月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２７年２月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和２年６月１５日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和３年１１月１日から施行する。 

 


